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  条   例   

条 例 第  ２６  号   

令和 ５ 年 ７ 月 ６ 日   

 

 熊本市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条例第２号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 第１１条第１項中「一の年度」を「年度」に改め、同条中第４項を第５項とし、第

３項の次に次の１項を加える。 

４ 熊本市立学校の教育職員の給与に関する条例（昭和２９年条例第１８号）第２条

に規定する職員（臨時的に任用される者その他の法律により任期を定めて任用され

る者（定年前再任用短時間勤務職員を除く。）を除く。）その他人事委員会規則で

定める者については、第１項中「一の年（定年前再任用短時間勤務職員にあっては、

年度。以下この項において同じ。）」とあるのは「９月１日を初日とする１年（以

下「特定期間」という。）（第３号の規定により与えられるものにあっては一の年、

定年前再任用短時間勤務職員にあっては一の年度）」と、「一の年において」とあ

るのは「当該期間において」とし、同項第２号中「当該年」とあるのは「当該期間」

とし、第２項中「５日」とあるのは「１２日」とし、第３項中「当該年の翌年」と

あるのは「当該特定期間の次の特定期間（第１項第３号の規定により与えられた年

次有給休暇にあっては、当該年の翌年）」とする。 

 第１５条第３項中「（昭和２９年条例第１８号）」を削る。 

 

   附 則 

 （施行期日） 



令和 5 年 7 月 31 日      熊 本 市 公 報          第 1473 号 

 

- 1075 - 

 

１ この条例は、令和５年９月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の熊本市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（以下「新

条例」という。）第１１条第４項の規定は、この条例の施行の日以後に与える年次

有給休暇から適用し、同日前に与えた年次有給休暇については、なお従前の例によ

る。 

３ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項

若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第２項の規定により採用された職員であ

って新条例第１１条第４項に規定するものは、定年前再任用短時間勤務職員とみな

して、同項の規定を適用する。 
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条 例 第  ２７  号   

令和 ５ 年 ７ 月 ６ 日   

 

 熊本市附属機関設置条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

 

熊本市附属機関設置条例（平成１９年条例第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表１の表に次のように加える。 

９１ 

熊本市認知症疾患医療

センター運営事業受託

事業者選定委員会 

熊本市認知症疾患医療センター運営事業に係る

受託事業者の選定について審議する。 

別表５の表に次のように加える。 

１７ 
熊本市性に関する指導

の推進委員会 

熊本市性に関する指導案集を作成するため、必

要な事項を審議する。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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条 例 第  ２８  号   

令和 ５ 年 ７ 月 ６ 日   

 

 熊本市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市職員特殊勤務手当支給条例（昭和２８年条例第２２号）の一部を次のように

改正する。 

 

 第２条中「から別表第３まで」を「及び別表第２」に改める。 

 別表第１の６の項中「若しくはクレーン」を「又はクレーン」に改め、「、又は同

局に勤務する職員のうち人事委員会規則で定めるものが投入槽、消化槽若しくは市が

管理する浄化槽の内部点検清掃作業に直接従事したとき」を削る。 

 別表第３を削る。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （熊本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 熊本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年条例第１５

号）の一部を次のように改正する。 

  第９条中「から別表第３まで」を「又は別表第２」に改める。 
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条 例 第  ２９  号   

令和 ５ 年 ７ 月 ６ 日   

 

 熊本市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を 

   改正する条例 

 

 熊本市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年

条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表投票管理者（期日前投票所の投票管理者を除く。）及び開票管理者の項を削り、

同表選挙長の項中「１回につき」を「日額」に改め、同表投票立会人（期日前投票所

の投票立会人を除く。）、開票立会人及び選挙立会人の項を次のように改める。 

投票所の投票管理者 日額 １３，０００円以内 

 別表期日前投票所の投票管理者の項中「１回につき １２，０００円」を「日    

額 １２，０００円以内」に改め、同項の次に次のように加える。 

開票管理者 １回につき １３，０００円 

投票所の投票立会人 日額 １２，０００円以内 

 別表期日前投票所の投票立会人の項中「１回につき １０，０００円」を「日    

額 １０，０００円以内」に改め、同項の次に次のように加える。 

開票立会人 １回につき １２，０００円 

選挙立会人 日額 １２，０００円 

 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例の規定による改正後の別表選挙長の項から選挙立会人の項までの規定は、
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この条例の施行の日以後その期日を公示され、又は告示される選挙の事務に従事し

た場合における報酬について適用し、この条例の施行の日の前日までにその期日を

公示され、又は告示された選挙の事務に従事した場合における報酬については、な

お従前の例による。 
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条 例 第  ３０  号   

令和 ５ 年 ７ 月 ６ 日   

 

 熊本市税条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市税条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市税条例（昭和２５年告示第８９号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２７条の６の２第２項中「又は」の次に「当該控除することができなかった金

額のうち法第３１４条の９第２項後段に規定する還付をすべき金額により」を加え、

「の同項」を「の前項」に、「若しくは市民税に充当し」を「、個人の市民税若し

くは森林環境税を納付し、若しくは納入し」に、「に充当する」を「を納付し、若

しくは納入する」に改める。 

 第２８条の３の２第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項と 

し、同条第４項中「第２項」を「第３項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第

３項中「前２項」を「第１項及び前項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２

項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の

１項を加える。 

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を給与支払者を経由し

て提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の前年において当

該給与支払者を経由して提出した前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定によ

る申告書（その者が当該前年の中途において次項の規定による申告書を当該給与支

払者を経由して提出した場合には、当該前年の最後に提出した同項の規定による申

告書）に記載した事項と異動がないときは、給与所得者は、施行規則で定めるとこ

ろにより、前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定により記載すべき事項に代

えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定によ

る申告書を提出することができる。 
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 第２９条の２の見出し中「方法」を「方法等」に改め、同条第１項中「の徴収につ

いて」を削り、「によって」を「により」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 森林環境税は、当該個人の市民税の均等割を賦課し、及び徴収する場合に併せて

賦課し、及び徴収する。 

 第３１条中「当該」を「、当該」に、「市民税及び県民税」を「市民税額、個人の

県民税額及び森林環境税額」に、「によって」を「により」に改める。 

 第３２条の３第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に

改め、「均等割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。次

項及び第５項において同じ。）」を加え、同条第２項中「においては」を「には、」

に、「によって」を「により」に改め、同条第３項中「によって」を「により」に、

「、当該給与所得者から」を「当該給与所得者から」に、「、特別徴収」を「、当該

特別徴収」に、「当該特別徴収」を「特別徴収」に改め、同条第５項中「によって」

を「により」に、「）以下」を「以下」に改め、同条第６項中「によって」を「によ 

り」に、「、当該年度」を「当該年度」に、「その事由がその年の」を「当該納税義

務者が」に、「発生した場合には、当該納税義務者」を「給与の支払を受けないこと

となった場合には、その者」に、「の当該」を「で当該」に、「なされない」を「さ

れない」に改める。 

 第３２条の５中「その」を「、その」に改め、「第５号の１５様式」の次に「又は

第５号の１５の２様式」を加え、「によって」を「により」に改める。 

 第３２条の６第１項中「によって徴収されないこととなった場合においては、特別

徴収の方法によって」を「により徴収されないこととなった場合には、特別徴収の方

法により」に、「その特別徴収の方法によって」を「特別徴収の方法により」に、「に

おいては、それぞれ」を「にはそれぞれ」に、「においては直ちに普通徴収の方法に

よって」を「には直ちに、普通徴収の方法により」に改め、同条第２項中「通知によ

って」を「通知により」に改め、「特別徴収義務者から」の次に「市に」を加え、「法

第１７条の２の規定によって」を「、法第１７条の２の２第１項第２号に規定する市

町村徴収金関係過誤納金とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用す

ることができるものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充当する」

を「を納付し、又は納入することを委託したものとみなす」に改める。 

 第３２条の６の２の見出し中「に係る所得」を削り、同条第１項中「によって徴収
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することが」を「により徴収することが」に、「においては、当該」を「には、当該」

に改め、「及び均等割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含

む。以下この条及び第３２条の６の５において同じ。）」を加え、「によって徴収す

る場合においては」を「により徴収する場合には」に、「によって徴収する。」を「に

より徴収する。」に改め、同項第２号及び同条第２項中「によって」を「により」に

改める。 

 第３２条の６の６第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「に 

は」に改め、同条第２項中「方法によって」を「方法により」に、「第１７条の２

の規定によって」を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金関係

過誤納金とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用することができ

るものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充当する」を「を納

付し、又は納入することを委託したものとみなす」に改める。 

 第３２条の７第１項中「第２２号の４様式」の次に「又は第２２号の４の２様式」

を加え、同条第５項中「、当該税額に」を削り、「応じ、」の次に「当該税額に」を

加え、「延滞金額」を「延滞金」に改め、「第２２号の４様式」の次に「又は第２２

号の４の２様式」を加える。 

 第３２条の９第１項中「第２２号の４様式」の次に「又は第２２号の４の２様式」

を加え、同条第２項中「においては」を「には」に改める。 

 第６４条第１号エ中「及び」を「、」に改め、「三輪のもの」の次に「及び道路運

送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第１条第１項第１３号の６に規定

する特定小型原動機付自転車」を加える。 

第８０条第１項中「第３４号の２の５様式」の次に「又は第３４号の２の５の２様

式」を加え、同条第３項中「者は」を「ものは」に改め、同条第５項中「第３４号の

２の５様式」の次に「又は第３４号の２の５の２様式」を加える。 

第８３条第１項中「第３４条の２の５様式」を「第３４号の２の５様式又は第３４

号の２の５の２様式」に改める。 

 附則第８条第１項中「令和６年度」を「令和９年度」に改め、「（前年の第２５条

の２第１項に規定する総所得金額に係る市民税の所得割の額から、当該事業所得がな

いものとして計算した場合における同項の総所得金額に係る市民税の所得割の額を控

除した額とする。）」を削り、同条第２項中「、肉用牛」を「肉用牛」に改める。 
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 附則第１０条中「、第６３条又は第６４条」を「又は第６３条」に、「、第６３条

若しくは第６４条」を「若しくは第６３条」に改める。 

 附則第１０条の２第３項中「附則第１５条第２６項第１号イ」を「附則第１５条第

２５項第１号イ」に改め、同条第４項中「附則第１５条第２６項第１号ロ」を「附則

第１５条第２５項第１号ロ」に改め、同条第５項中「附則第１５条第２６項第１号ハ」

を「附則第１５条第２５項第１号ハ」に改め、同条第６項中「附則第１５条第２６項

第１号ニ」を「附則第１５条第２５項第１号ニ」に改め、同条第７項中「附則第１５

条第２６項第２号イ」を「附則第１５条第２５項第２号イ」に改め、同条第８項中「附

則第１５条第２６項第２号ロ」を「附則第１５条第２５項第２号ロ」に改め、同条第

９項中「附則第１５条第２６項第２号ハ」を「附則第１５条第２５項第２号ハ」に改

め、同条第１０項中「附則第１５条第２６項第３号イ」を「附則第１５条第２５項第

３号イ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第２６項第３号ロ」を「附則第１５

条第２５項第３号ロ」に改め、同条第１２項中「附則第１５条第２６項第３号ハ」を

「附則第１５条第２５項第３号ハ」に改め、同条第１３項中「附則第１５条第２９項」

を「附則第１５条第２８項」に改め、同条第１４項中「附則第１５条第３３項」を「附

則第１５条第３２項」に改め、同条第１５項中「附則第１５条第３４項」を「附則第

１５条第３３項」に改め、同条第１７項中「附則第６４条」を「附則第１５条の９の

３第１項」に、「０」を「３分の１」に改める。 

 附則第１０条の３第１２項中「附則第７条第１３項」を「附則第７条第１７項」に

改め、同項を同条第１３項とし、同条第１１項の次に次の１項を加える。 

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所有に係

る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定マンションに

係る同項に規定する工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した

申告書に施行規則附則第７条第１６項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しな

ければならない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は

法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 

 (2) 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積 

 (3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

 (4) 当該工事が完了した年月日 
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 (5) 当該工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合には、

３月以内に提出することができなかった理由 

 附則第１０条の５第２項中「令和３年度分及び令和４年度分」を「令和５年度分及

び令和６年度分」に改める。 

 附則第１５条の３を削る。 

 附則第１５条の３の２第４項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改め、

同条を附則第１５条の３とする。 

 附則第１５条の７第３項を削る。 

 附則第１６条の２第３項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改める。 

 附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和５年度」を「令和８年度」に改める。 

 附則第２１条中「第１０項、第１４項から第１８項まで、第２０項、第２１項、第

２５項、第２８項、第３２項から第３６項まで、第３９項、第４０項若しくは第４４

項」を「第９項、第１３項から第１７項まで、第１９項、第２０項、第２４項、第２

７項、第３１項から第３５項まで、第３８項、第３９項、第４３項若しくは第４６項」

に改める。 

 附則第２４条中「。次条において「新型コロナウイルス感染症特例法」という。」

を削る。 

 附則に次の１条を加える。 

（地域経済牽引事業の促進に係る固定資産税の課税免除） 

第２５条 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律

（平成１９年法律第４０号）第４条第２項第１号に規定する促進区域内において、

同条第６項の規定による地域経済牽引事業の促進に関する基本的な計画の同意の日

から令和７年３月３１日までに、同法第１４条第２項に規定する承認地域経済牽引

事業計画（令和５年４月１日以後に同法第１３条第４項又は第７項の規定による承

認を受けたものに限る。）に従って地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展

の基盤強化に関する法律第２６条の地方公共団体等を定める省令（平成１９年総務

省令第９４号）第２条に規定する対象施設（同法第２５条に規定する承認地域経済

牽引事業のうち、同令第１条各号のいずれにも該当するもののための施設に限 

る。）を設置した同法第１４条第１項に規定する承認地域経済牽引事業者には、当

該対象施設の用に供する家屋若しくは構築物（当該対象施設の用に供する部分に限
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るものとし、事務所等に係るものを除く。）又はこれらの敷地である土地（当該同

意の日以後に取得したものに限り、かつ、土地については、その取得の日の翌日か

ら起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋又は構築物の建設の着手があ

った場合における当該土地に限る。）に対する固定資産税（新たにこれを課すべき

年度から３年度分に限る。）を課さない。 

２ 前項の規定によって固定資産税の課税免除の適用を受けようとする者は、その適

用を受けようとする各年度の初日の属する年の１月３１日までに、規則で定める書

類を市長に提出しなければならない。 

 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

(1) 第２７条の６の２、第２９条の２、第３１条、第３２条の３、第３２条の６、

第３２条の６の２及び第３２条の６の６の改正規定並びに附則第１５条の３の

２の改正規定（同条第４項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改める

部分に限る。）及び附則第１６条の２の改正規定並びに次条第１項並びに附則第

４条第１項（この条例による改正後の熊本市税条例（以下「新条例」という。）

附則第１６条の２第３項に係る部分に限る。）及び第３項の規定 令和６年１月

１日 

(2) 第２８条の３の２の改正規定及び次条第２項の規定 令和７年１月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第１号に掲げる規定による改正後の熊本市税条例の規定中個人の市民税

に関する部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和５

年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第２８条の３の２第２項の規定は、令和７年１月１日以後に支払を受ける

べき熊本市税条例第２８条の３の２第１項に規定する給与（以下この項において「給

与」という。）について提出する同条第１項の規定による申告書について適用し、

同日前に支払を受けるべき給与について提出した同項の規定による申告書について

は、なお従前の例による。 
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 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 次項に定めるものを除き、新条例（附則第２５条を除く。）の規定中固定資

産税に関する部分は、令和５年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和

４年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの期間（以下この項において「適

用期間」という。）内に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）

附則第１条第４号に掲げる規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）附則第６４条に規定する中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」

という。）が取得（同条に規定する取得をいう。以下この項において同じ。）をし

た同条に規定する特例対象資産（以下この項において「特例対象資産」という。）

（中小事業者等が、同条に規定するリース取引（以下この項において「リース取引」

という。）に係る契約により特例対象資産を引き渡して使用させる事業を行う者が

適用期間内に取得をした同条に規定する先端設備等に該当する特例対象資産を、適

用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該特例対象資産を含 

む。）に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例第６４条第１号エ及び附則第１６条の２第３項の規定は、令和６年度

以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和５年度分までの軽自動車

税の種別割については、なお従前の例による。 

２ 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に取得されたこの条例に

よる改正前の附則第１５条の３及び第１５条の７第３項に規定する三輪以上の軽自

動車に対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。 

３ 新条例附則第１５条の３第４項の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行

の日以後に取得された三輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境性能

割について適用し、同日前に取得された三輪以上の軽自動車に対して課する軽自動

車税の環境性能割については、なお従前の例による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第５条 次項に定めるものを除き、新条例（附則第２５条を除く。）の規定中都市計

画税に関する部分は、令和５年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和

４年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 
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２ この条例の施行の日から地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を

改正する法律（令和５年法律第１８号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日

の前日までの間における新条例附則第２１条の規定の適用については、同条中「、

第４３項若しくは第４６項」とあるのは、「若しくは第４３項」とする。 
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条 例 第  ３１  号   

令和 ５ 年 ７ 月 ６ 日   

 

 熊本市火災予防条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市火災予防条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市火災予防条例（昭和３７年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１１条の２第１項中「自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２

条第１項第９号に規定する自動車又は同項第１０号に規定する原動機付自転車をい 

う。第１２号において同じ。）をいう。以下この条において同じ。）に」を「自動車、

原動機付自転車、船舶、航空機その他これらに類するものをいう。以下同じ。）にコ

ネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するためのものをいう。以下同じ。）

を用いて」に、「及び全出力２００キロワットを超えるものを除く。）をいう」を「を

除く。）をいい、分離型のもの（変圧する機能を有する設備本体及び充電ポスト（コ

ネクター及び充電用ケーブルを収納する設備で、変圧する機能を有しないものをい 

う。以下同じ。）により構成されるものをいう。以下同じ。）にあっては、充電ポス

トを含む」に改め、同項第１号ただし書中「不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開

口部のないものに面するときは」を「次に掲げるものにあっては」に改め、同号に次

のように加える。 

ア 不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するもの 

  イ 分離型のものにあっては、充電ポスト 

 第１１条の２第１項第２号に次のただし書を加える。 

   ただし、分離型のものの充電ポストにあっては、この限りでない。 

 第１１条の２第１項第６号中「急速充電設備」を「コネクター」に改め、同項第７

号中「急速充電設備と電気自動車等との接続部に」を「コネクターが電気自動車等に

接続され、」に、「接続部が」を「コネクターが当該電気自動車等から」に改め、同
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項第１１号中「緊急停止させることができる措置を講ずる」を「緊急に停止すること

ができる装置を、当該急速充電設備の利用者が異常を認めたときに速やかに操作する

ことができる箇所に設ける」に改め、同項第１２号中「自動車等」を「急速充電設備

と電気自動車等」に改め、同項第１３号中「（充電用ケーブルを電気自動車等に接続

するための部分をいう。以下この号において同じ。）」を削り、同項第１６号中「当

該蓄電池」の次に「（主として保安のために設けるものを除く。）」を加え、同項中

第１８号を第１９号とし、第１７号を第１８号とし、第１６号の次に次の１号を加え

る。 

 (17) 急速充電設備のうち分離型のものにあっては、充電ポストに蓄電池（主とし

て保安のために設けるものを除く。）を内蔵しないこと。 

第１６条第１項中「いう。」の次に「以下同じ。」を加える。 

 第２３条第３項を削り、同条第４項第２号中「併せて図記号による標識を設けると

きは、別表第７に定めるものとしなければならない」を「健康増進法（平成１４年法

律第１０３号）第３３条第２項に規定する喫煙専用室標識を設ける場合においてはこ

の限りでない」に改め、同項を同条第３項とし、同項の次に次の１項を加える。 

４ 第２項又は前項第２号に規定する標識と併せて図記号による標識を設けるとき 

は、「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて設ける図記号にあっては国

際標準化機構が定めた規格第７０１０号又は日本産業規格Ｚ８２１０に適合するも

のとし、「喫煙所」と表示した標識と併せて設ける図記号にあっては国際標準化機

構が定めた規格第７００１号又は日本産業規格Ｚ８２１０に適合するものとしなけ

ればならない。 

第２３条第５項中「前項第２号」を「第３項第２号」に改める。 

別表第４から別表第７までを次のように改める。 

別表第４から別表第７まで 削除 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施

行する。 

 (1) 次号に掲げる規定以外の規定 公布の日 



令和 5 年 7 月 31 日      熊 本 市 公 報          第 1473 号 

 

- 1090 - 

 

 (2) 第１１条の２第１項の改正規定及び次項の規定 令和５年１０月１日 

（経過措置） 

２ 第１１条の２第１項の改正規定の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされ

ているこの条例による改正後の熊本市火災予防条例（以下「新条例」という。）第

１１条の２第１項に規定する急速充電設備に係る位置、構造及び管理に関する基準

の適用については、なお従前の例による。 

３ 新条例第２３条第３項第２号の規定の適用については、当分の間、同号中「喫煙

専用室標識」とあるのは、「喫煙専用室標識又は健康増進法の一部を改正する法律

（平成３０年法律第７８号）附則第３条第１項の規定により読み替えて適用される

健康増進法第３３条第２項に規定する指定たばこ専用喫煙室標識」と読み替えるも

のとする。 

４ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条例第２３条

第２項又は第３項第２号に規定する標識と併せて設ける図記号のうち、新条例第 

２３条第４項の規定に適合しないものについては、当該規定にかかわらず、なお従

前の例による。 
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条 例 第  ３２  号   

令和 ５ 年 ７ 月 ６ 日   

 

 熊本市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市印鑑の登録及び証明に関する条例（昭和５２年条例第２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 第５条第３項中「の備考欄」を削り、「含む。」の次に「第６条第２項において同

じ。」を加える。 

 第６条第６号中「の備考欄」を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 前項各号に掲げる事項を登録する印鑑登録原票は、磁気ディスクをもって調製す

るものとする。 

 第８条の見出し中「再交付」を「引換交付」に改め、同条第１項中「印鑑登録証再

交付申請書」を「印鑑登録証引換交付申請書」に、「再交付」を「引換交付」に改め

る。 

第１１条第１項第４号中「の備考欄」を削り、同条第２項及び第３項を削る。 

 

附 則 

この条例は、令和５年８月１４日から施行する。 
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条 例 第  ３３  号   

令和 ５ 年 ７ 月 ６ 日   

 

 熊本市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成２６年条例第６３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条第２項の表中「第８条」を「第９条」に改める。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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条 例 第  ３４  号   

令和 ５ 年 ７ 月 ６ 日   

 

 熊本市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定要件に関する条例の一部

を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定要件に関する条例の

一部を改正する条例 

 

 熊本市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定要件に関する条例（平成

３０年条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条第１項中「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関

する法律第３条第２項及び第４項の規定に基づき内閣総理大臣、文部科学大臣及び厚

生労働大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準」を「就学前の子どもに関する

教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第３条第２項及び第４項の規定に基

づき内閣総理大臣及び文部科学大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準」に改

め、同条第２項の表中「附則第７項」を「附則第８項」に改める。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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条 例 第  ３５  号   

令和 ５ 年 ７ 月 ６ 日   

 

 熊本市水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改

正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部

を改正する条例 

 

熊本市水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４１

年条例第４９号）の一部を次のように改正する。 

 

第２条第２項第３号ア中「１３，６４７ヘクタール」を「１３，８２９ヘクタール」

に改め、同号イ中「６８９，４００人」を「６７０，９００人」に改め、同号ウ中    

「３６２，６００立方メートル」を「３４９，７００立方メートル」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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条 例 第  ３６  号   

令和 ５ 年 ７ 月 ６ 日   

 

 熊本都市計画事業植木中央土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例を公布

する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本都市計画事業植木中央土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例 

 

 熊本都市計画事業植木中央土地区画整理事業施行条例（平成２２年条例第７６号）

の一部を次のように改正する。 

 

 第５条中「は、熊本市北区植木町岩野２３８番地１北区役所内に置く」を「の所在

地は、熊本市中央区手取本町１番１号とする」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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  規   則   

規 則 第  ５１  号   

令和 ５ 年 ６ 月２９日   

 

 市税に関する文書の様式を定める規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   市税に関する文書の様式を定める規則の一部を改正する規則 

 

 市税に関する文書の様式を定める規則（平成６年規則第６号）の一部を次のように

改正する。 

 

第３条中「地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号。以下別表までにおいて「政

令」という。）第２条第６項の規定による届出の様式については様式第２号を、」を

削り、「同表」を「別表」に、「ついては」を「あっては」に、「、政令」を「、地

方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号。以下同表までにおいて「政令」という。）」

に改める。 

 別表中様式第６２号の項及び様式第６３号の項を削り、様式第６４号の項を様式第

６２号の項とし、様式第６４号の２の項を削り、様式第６４号の３の項を様式第６３

号の項とし、様式第６６号の項を削り、様式第６５号の項を様式第６６号の項とし、

同項の前に次のように加える。 

様式第６４号 特定小型原動機付自転車の

課税標識及び課税外標識の

ひな型 

条例第７０条第１項及び第

２項並びに第７０条の２第

１項及び第３項 

様式第６５号 小型特殊自動車の課税標識

及び課税外標識のひな型 

条例第７０条第１項及び第

２項並びに第７０条の２第

１項及び第３項 

別表中様式第７５号の項を削り、様式第７５号の２の項を様式第７５号の項とし、

様式第７８号の項を次のように改める。 
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様式第７８号 削除  

 様式第６２号及び様式第６３号を削り、様式第６４号を様式第６２号とし、様式第

６４号の２を削り、様式第６４号の３を様式第６３号とし、様式第６６号から様式第

７４号までを様式第６７号から様式第７４号までとし、様式第６５号を様式第６６号

とし、同様式の前に次の２様式を加える。 
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様式第７５号を削り、様式第７５号の２を様式第７５号とし、様式第７８号及び様

式第７９号を次のように改める。 

様式第７８号及び様式第７９号 削除 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和５年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の様式第６４号は、この規則の施行の日（以下「施行日」

という。）以後に交付（再交付を含む。）を受ける特定小型原動機付自転車の課税

標識及び課税外標識について適用する。 

３ 特定小型原動機付自転車のうち施行日前に原動機付自転車（二輪）であったもの

に係る課税標識又は課税外標識としてこの規則の施行の際現に交付を受けているこ

の規則による改正前の様式第６４号に基づく課税標識又は課税外標識（以下「旧標

識」という。）は、この規則による改正後の様式第６４号に基づく課税標識又は課

税外標識（以下「新標識」という。）とみなす。この場合において、旧標識の交付

を受けている者の求めがあるときは、当該旧標識と引換えに新標識を交付すること

ができる。 

４ この規則による改正前の様式第７５号の２の入湯税特別徴収義務者証であって施

行日前に特別徴収義務者に対して交付されたものは、この規則による改正後の様式

第７５号の入湯税特別徴収義務者証とみなす。 
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規 則 第  ５２  号   

令和 ５ 年 ７ 月 ６ 日   

 

 熊本市税条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市税条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 熊本市税条例施行規則（昭和４３年規則第４８号）の一部を次のように改正する。 

 

 附則に次の２項を加える。 

７ 条例附則第２５条第２項に規定する規則で定める書類は、次のとおりとする。 

(1) 固定資産税課税免除申請書 

(2) 法人にあっては、法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第３１号に規定

する確定申告書（同条第３０号に規定する中間申告書で同法第７２条第１項各号

に掲げる事項を記載したものを含む。）に添付すべきこととされている減価償却

資産の償却額の計算に関する明細書の写し 

(3) 課税免除を受けようとする家屋若しくは構築物又はこれらの敷地である土地

の平面図 

(4) 前号の構築物に係る減価償却に関する明細を明らかにする書類 

(5) 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成

１９年法律第４０号）第１３条第１項の規定による申請に係る申請書の写し、同

条第４項の規定による熊本県知事の承認に係る通知書の写し及び条例附則第２

５条第１項の承認地域経済牽引事業計画の写し並びに同法第２５条に規定する

主務大臣の確認に係る確認書の写し 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

８ 前項第１号に掲げる書類の様式は、市長が別に定める。 

 

附 則 
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この規則は、公布の日から施行する。 
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規 則 第  ５３  号   

令和 ５ 年 ７ 月 ７ 日   

 

 熊本市事務分掌規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市事務分掌規則の一部を改正する規則 

 

 熊本市事務分掌規則（平成８年規則第３８号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条第１４項中「コンプライアンス推進室」を「庁舎建設準備室、コンプライア

ンス推進室」に改める。 

 別表(1)政策局の表総合政策部の部政策企画課の項事務分掌の欄中第１３号を削り、

第１４号を第１３号とし、第１５号を第１４号とし、同号の次に次の１号を加える。 

(15) 庁舎建設準備室（室）に関すること。 

 別表(1)政策局の表総合政策部の部政策企画課の項事務分掌の欄中第１８号を削り、

第１９号を第１８号とし、第２０号を第１９号とし、同項の次に次のように加える。 

 別表(6)こども局の表こども福祉部の部こども家庭福祉課の項事務分掌の欄第７号

中「及び運営に係る指導監督」を「、運営及び指導監督」に改める。 

 別表(10)都市建設局の表都市政策部の部都市安全課の項事務分掌の欄中第３号を第

４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 大規模盛土造成地滑動崩落防止事業その他平成２８年熊本地震により被災した

宅地に係る公共事業施行後の施設の保全に関すること。 

 別表(10)都市建設局の表住宅部の部住宅政策課の項事務分掌の欄第３号中「介護事

業指導室」を「介護事業指導課」に改める。 

 

庁舎建設準

備室（室） 

(1) 本庁舎等の建設に関すること。 

(2) 本庁舎等整備の在り方に関する有識者会議に関する

こと。 
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附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和５年７月１８日から施行する。 

 （熊本市物品会計規則の一部改正） 

２ 熊本市物品会計規則（昭和４０年規則第２４号）の一部を次のように改正する。 

  別表中 

 「 

局 部 課Ａ 課Ｂ 

                                      」 

                  を 

 「 

局 部 課Ａ 課Ｂ 

政策局 総合政策部 政策企画課 庁舎建設準備室 

                                      」 

 に改める。 
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  訓   令   

訓 令 第  １１  号   

令和 ５ 年 ７ 月 ７ 日   

 

 熊本市事務決裁に関する訓令の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市事務決裁に関する訓令の一部を改正する訓令 

 

 熊本市事務決裁に関する訓令（平成８年訓令第３号）の一部を次のように改正する。 

  

 別表第３中 

「コンプライアンス推進室」 を 
「庁舎建設準備室 

コンプライアンス推進室」 
に改める。 

 

附 則 

この訓令は、令和５年７月１８日から施行する。 
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  消 防 局   

東 消 防 署 告 示 第 １ 号 

                    令 和 ５ 年 ７ 月 ３ 日 

 

 熊本市火災予防条例（昭和３７年条例第１１号）第４２条の３第１項の規定により、

次の催しを指定催しとして指定したので、同条第３項の規定により告示する。 

 

               熊本市東消防署長 高野 秀明 

 

催しの名称 

  

再春館製薬所ＴＫＵ江津湖花火大会2023 

 

催しの開催場所 

 

 下江津湖周辺 

 

催しの開催期間 

 

令和５年８月２６日（土） 

令和５年８月２７日（日）（順延日） 
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  そ の 他   

 

令和４年４月３０日付け熊本市公報（第１４５８号）掲載の令和４年条例第８号（市

立高等学校・市立総合ビジネス専門学校改革に伴う関係条例の整備に関する条例） 

（原稿誤り） 

頁 行 誤 正 

４９３ ７ 第４項 附則第４項 

″ １０ 生徒 熊本市立総合ビジネス専門学

校（以下「学校」という。）に

おける生徒 

″ １４ この条例の施行日 施行日 

″ １５ この条例の施行日 施行日 

″ １５ 

～ 

１６ 

この条例による改正後の 第２条の規定による改正後の

熊本市立総合ビジネス専門学

校条例（以下「新条例」という。） 

″ １８ この条例の施行日 施行日 

″ １９ この条例による改正後の 新条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


